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◆視察項目◆視察項目◆視察項目◆視察項目    

実施年月日 平成２７年 ７月  １日（水） ～ ２７年 ７月  ３日（金） 

視 察 目 的 

１.移住定住の促進と婚活支援について 岩手県一関市 

２.地域コミュニティーの再生について 

 （閖上共同体再生・地域資源再発見事業） 
宮城県名取市 

３．①「地域版」避難所運営マニュアルについて」 

②仙台市議会災害対策指針について 
宮城県仙台市 

  

視 察 先 

概 要 

岩手県

一関市 

＊人 口： 126,177 人 ＊面 積： 1,256.25 ㎢  

＊特 徴： 岩手県の南端にあり、盛岡・仙台の中間に位置す

る。自動車関連産業の集積エリアの中心部にあり、

20以上の工業団地をもつ県内有数の製造拠点。「中

東北」の拠点都市を目指し基盤整備を一段と推進し

ている。   

宮城県

名取市 

＊人 口： 72,845 人 ＊面 積： 97.76 ㎢ 

＊特 徴： 仙台市の南東に隣接し、人口集積や企業立地が

進んだ広域仙台都市圏の副拠点都市。東日本大震災

発生までは一貫して人口増加を続けていた。閖上地

区は市の沿岸部にあり津波で壊滅的な被害を受けた

地域の一つである。    

宮城県

仙台市 

＊人 口：1,029,600 人 ＊面 積： 785.85 ㎢ 

＊特 徴： 仙台平野の中心に位置し、市街地と緑が共存す

る街並みから「杜の都」と呼ばれる。東北地方におけ

る経済、行政等の中枢都市で、89年に政令指定都市

に移行した東北地方最大の都市。    

    

  



◆視察結果（個別票） 

 

個
別

項
目

 

 

一関市移住定住の促進と婚活支援について 

 

視察先担当課 

 

いきがいづくり課 

 

添付資料 

 

   無 

        

Ⅰ 視察要旨 

 一関市は、県内他市町村の平均よりも人口減少が特段速く進んでおり、高齢化率や

未婚率が高く、出生率が低いことが要因として挙げられた。特に人口減少に歯止める

ことは、一関市にとって喫緊の課題であり、また、他市においては既に各種取り組が

なされていることから、都市間競争に耐えうるだけの施策展開を図る必要があった。 

 人口減少の抑制や移住者の獲得に向けた「移住・定住促進事業」や地域の活性化に

向けた「婚活支援事業」を実施し、地域を活性化させ、一関を元気にする取り組みを

始めた。 

 
Ⅱ 事業の成果・課題 

                 《移住定住環境整備事業》 
：移住を検討している方     実施事業１ 移住定住促進事業 

・空き家バンク登録物件を紹介 

・いちのせき暮らし体験ツアーを実施 

・首都圏での相談会を開催 

・ホームページで各種情報、支援制度を紹介 

・月 1回メールマガジンの配信 

    
：移住して家を取得した方（25・26・27年度） 実施事業２移住定住奨励助成事

業 

・住宅を建築または購入した移住者へ助成 

・中学生以下の子供がいる世帯、市内業者が施工した場合には、助成金

を加算 

 
：興味はあるが、どんなまちか分からない方 実施事業３いちのせきファンクラブ

事業 

・一関市を知ってもらうため、訪れるきっかけとしてもらうため「あばい

んクラブ」への加入を促進 

・年会費 1万円に対し 1万 4千円（宿泊券・おもち食事券など）の提供 

 

成果・課題  相談会などでは転職を本気で検討している方や、本気で移

住を検討している方が多くなっているが、最近はより具体的な相談（農

業を含めた職や雇用）が増え、質も量も大きく変化。しかし地方創生に

関連して、どの府県も都内に移住相談員を配置し、様々な支援施策を設

けている。施策で差が付きにくい状況となっている。ホームページの更

新、メールマガジンの配信、空き家物件の発掘など、継続的な取り組み

が必要。 

   奨励助成事業では 25 年度 13 件 1,980 万円 26 年度 27 件 4,800 万

円 27 年度予算 6,990 万円と順調に推移、担当からは事業の継続を願

う声も上がっている。 



《 結婚活動支援事業》 
1 めぐりあいサポート事業 

特定非営利法人「ファンスポルト一関」へ事業委託 

【委託内容】 

・会員の募集、登録及び会員組織の運営 

・出会いの場の提供のため結婚活動イベント等の実施 

・各種結婚活動支援のための講座、研修等の実施 

・他の団体等が実施する事業に関する情報収集及び情報提供 

・会員の意向調査等の実施   

・関係団体との連絡調整 

・その他委託業務の目的を達成するために必要と認められる事項 

平成２５年度実施内容 

・出会いの場提供のためのイベント 11回（婚活パーティ・星空観察・ス

ポーツ観戦等） 

・結婚活動支援のための講座・研修等 26回（コミュニケーション・プレ

ゼンテーション・ヨガ・料理教室等） 

委託費 

  ２５年度 10,105千円 ２６年度 10,634千円 ２７年度 11,037千円 

会員数 

  ２５年度１８９名  ２６年度３２５名  ２７年５月現在３３８

名 

 

成果・課題   各種講座で、コミュニケーションや人との接し方を学び、自

信をつけてから出会いの場へ参加するスタイルとなっている。大規模イ

ベントだと募集定員を上回る申し込みもあるが、前年度と同じようなイ

ベントや小規模のイベントには人が集まりにくい、また、シャイな方や

どうしてもコミュニケーション不足の方が多いので、スタッフにもう少

し踏み込んでほしいとのこと。 

     今後、地元企業から、企業単位での婚活イベントの要望を受けて企業

対企業の婚活の橋渡しも視野に入れるとのこと。 

 

２ 縁結び支援事業 

 【事業内容】 

   市民による仲人を公募し、研修後縁結び支援員として、結婚に関する相

談を行う。 

 縁結び支援員の活動内容 

  ・結婚を希望する者などからの相談対応 

  ・独身男女の紹介、希望者との引き合わせ 

  ・支援員間ネットワークの活用による広範囲なマッチング事業の展開 

  ・縁結び支援員同士の情報交換などの縁結びに必要な活動 

  ・任期２年（更新あり） 

  ・活動謝礼１万円／年 

   ：支援員の仲立ちにより婚姻に至った場合、支援員に対し縁結び報奨

金として５万円／１相談者を支給する 

 

 成果・課題  縁結び支援員１２名（男性８名女性４名）によりこれまでに

相談件数２９７件、申込者１０９人、引き合わせ人数８１人、成婚件数

３件と成果を上げているが、 

      課題 

       ・縁結び支援員の人数不足 



       ・若い縁結び支援員の確保 

       ・女性申込者の確保 

       ・引き合わせ後のフォロー 

 

３ ハッピーブライダル応援事業 

 【事業内容】 

  結婚祝金交付事業 

   いちのせき結婚活動サポートセンターへ会員登録、または縁結び支援

員の仲立ちにより婚姻した夫婦に対し、一定の条件を満たした場合１０

万円／１組を交付【１年以上婚姻関係が継続している場合支給】 

   加えて、市内において結婚式・結婚披露宴を行った夫婦に対し、１０

万円／１組を加算して支給 

実績：２５年度１件  ２６年度２件 

 

Ⅲ 視察所見 

 移住定住環境整備事業では、どの自治体でも、同じような事業が組まれる

ようになり、政策の平準化が進んでいる。市が主体となって様々な施策を進

めてきたが、柔軟な発想に欠けて各種イベントのワンパターン化などの課題

も見えてきた。移住者の受入体制として、官民協働の組織（行政・先輩移住

者・地域のお世話人等）や NPOなど民間活力の注入が必要と感じた。 

 結婚活動支援事業では出会いの場の提供のためのイベントに参加するに

あたり、各種講座で、コミュニケーションや人との接し方を学んでから臨ん

でいる様子など、少しでも参加者の不安を取り除く試みが印象的であった。 

 また、縁結び支援事業では支援員の活動謝礼は１万円／年ながら、数多く

の相談件数や引き合わせを実施している、課題としては引き合わせ後のフォ

ローをもう少し踏み込んでもらいたいとのこと。 

 いずれにしても支援員の仲立ちにより婚姻に至った場合、支援員に対し報

奨金として５万円／１相談者を支給する制度など、相当深刻な問題であると

実感した。 

  



◆視察結果（個別表）視察結果（個別表）視察結果（個別表）視察結果（個別表） 

個
別

項
目

 

地域コミュニティーの再生について 【宮城県名取市】 

（閖上共同体再生・地域資源再発見事業） 

視察先担当課 生活経済部 商工観光課 添付資料 有 ・ 無 

 
ⅠⅠⅠⅠ    視察要旨視察要旨視察要旨視察要旨 

  名取市は、仙台市の南東に位置し、ＪＲ東北本線、国道４号、東北縦貫道、仙台

東部道路などが走り、人口集積や企業立地が進んだ広域仙台都市圏の副拠点都市と

して東日本大震災発生まで一貫して人口増加を続けていたが、平成２３年３月１１

日に発生した東日本大震災での被災状況は、死者９２３名、行方不明者３８名、住

家被害は全壊２，８０１件、大規模半壊２１９件、半壊９１０件、一部破損１０，

０６１件、非住家被害は全壊９６４件、大規模半壊１３６件、半壊３１９件、一部

破損１，３８６件と、まさに未曾有の大災害でありました。 

名取市の人口は、震災前（Ｈ２３．２末）７３，２２９人が震災後（Ｈ２３．７

末）には７１，４９７人にまで減少しましたが、平成２７年５月末日には７６，６

５８人と驚異的な回復、震災前より３，４２９人増加をしております。 

また、民間経済情報誌が毎年行っている「住みよさランキング２０１５年度版」

では名取市が北海道・東北エリアで第１位、全国で第４位にランクされております。 

このような名取市の中で閖上地区は住民５，６１２人のうち死亡者数６６７人と

名取市の中で震災の津波による最大の被害を受けた地区であります、その閖上地区

の地域コミュニティーの再生について（閖上共同体再生・地域資源再発見事業）を

研修した。 

この事業は、東日本大震災の津波により壊滅的な被害を受けた閖上地区のコミュ

ニティーの再生を目指す為に、コミュニティーの外にいる客観的な視点を持つ学生

や大学の先生との協働により閖上の地域文化（人々の何げない生活習慣、ことばな

ど）を資源として再発見し、住民はもとより地区外からも足を運んでいただき交流

人口を増やす為のモデルツアーの実施や「閖上さいかい市場」での地区名物として

愛された「たこ焼き」を再現するイベントの開催などを行い、観光振興・移住交流

の促進を目指すとの事です。 

  市役所において事業概要の説明をしていただき、その後の閖上共同体再生・地域

資源再発見事業コースの現地視察の中で、地元の関係者や語り部の方から体験談な

どをうかがい、最後に昼食会場でもある「閖上さいかい市場」に案内して頂き視察

を終了した。 

■ 事業年度 

  ○閖上共同体再生・地域資源再発見事業 平成２４年度～平成２６年度  

○ハード事業…区画整理・嵩上げなどは平成３０年度終了２，１００人のコミュ

ニティー再生を目指す 

■ 事業協力大学 

 ○尚絅学院大（名取市）・明治大（東京） 

■ 名取・旅おこし講…「なとりっぷ」 

○モデルツアー 

   ・きずなトリップ２０１３・２０１４ 

 ■ 現地視察 

  ○ゆりあげ港朝市メイプル館 

   ・閖上震災を伝える会の語り部によるガイドを受ける（ゆりあげ港朝市協同組

合 代表理事 櫻井宏行 氏） 

  ○日和山 

   ・標高６.３ｍの築山 閖山地区一帯を見渡せる 



・ＡＲグラス（拡張現実技術）を活用した事業（ＡＲグラスを実際に体験した） 

  ○東日本大震災慰霊碑 

   ・平成２６年８月１１日完成 

   ・震災による犠牲者９９４名の名がきざまれている 

   ・慰霊碑の高さは津波の高さに合わせ８、４メートルとなっている 

  ○閖上さいかい市場 

   ・震災翌年２月４日 オープン（２４店舗・７事業所） 

   ・閖上の名物「たこ焼き」を再現するイベントの実施、催しは明治大と尚絅学

院大の学生らで主催し、後の仮設商店街「閖上さいかい市場」の定例イベン

ト（毎月第２・第４日曜日）に繋がった 

 
ⅡⅡⅡⅡ    視察所見視察所見視察所見視察所見 

東日本大震災により甚大な被害を受けた名取市を訪問し、「地域コミュニティー

再生について（閖上共同体再生・地域資源再発見事業）」の説明を受け、その後現地

視察となったが、その中でもゆりあげ港朝市メイプル館で語り部さんが『「津波警報

が百回出たら百回逃げろ」これは海なし県の皆さんも頭の中に入れておきなさい』

と力強く言ったことが印象的だった。また日和山の上から閖上地区一帯を見渡し全

く何もない光景を眺め、そしてＡＲグラスを使用し日和山から見る角度によって映

し出される在りし日の閖上地区の情景を体験し改めて津波の恐ろしさを再認識い

たしました。 

 この度の研修を通して地域文化の継承、協働のまちづくりの大切さを再認識しま

したが、この事業は、あくまで東日本大震災復興事業の一つであり、ソフト・ハー

ド両事業が終了し、地域コミュニティー再生の成功後に再び訪問し研修することが

望ましいと感じました。 

  



◆視察結果（個別票）◆視察結果（個別票）◆視察結果（個別票）◆視察結果（個別票）    

個
別

項
目
 

①「地域版」避難所運営マニュアルについて 

②仙台市市議会災害対策指針について 

視察先担当課 
市民生活課・危機管理室防災計画課 

議会事務局庶務課 
添付資料 無 

 

ⅠⅠⅠⅠ    視察要旨視察要旨視察要旨視察要旨 

 ①「地域版」避難所運営マニュアルについて 

   東日本大震災で甚大な被害が発生し、ピーク時に最大 105,947人（市の人口の

1割）が避難所に避難 

した。以前の仙台市地域防災計画よりも、想定をはるかに超えた避難者が殺到し、

避難所のあり方や運営体制について様々な課題が浮き彫りになった。 

   こうした経緯・課題を踏まえ、市民アンケートをはじめ町内会など避難所運営

関係者等からの声を基  に、地域団体・避難者・市・施設等の協働による避難

所運営を基本とする新しい「避難所運営マニュアル（共通版）」を作成し、さらに

避難所運営を行う上では、地域の土地柄や住民の状況等により重要となるポイン

トが異なる場合があることから、指定避難所毎に地域の実情を反映した『「地域

版」避難所運営マニュアル』の作成を進めることとした。 

②仙台市議会災害対策指針について 

   大震災を経験した市議会として、将来の災害に対する議会そして議員としての

対応について、予め定めることにより議会の危機管理体制を確実なものとし、将

来に引き継いでいくために平成 25年 2月に制定した。 

 

ⅡⅡⅡⅡ    事業の成果・課題事業の成果・課題事業の成果・課題事業の成果・課題 

 【具体的な取組み内容と成果】 

   指定避難所毎に市の避難所担当課を割当て、担当課と町内会及び地域団体、学

校などの施設管理者等の３者で避難所運営に関する話合いを行い、顔の見える関

係を築きながら地域の実情を反映した「地域版」避難所運営マニュアルを作成す

る。そして、この地域版避難所運営マニュアルに基づき、定期的な避難所運営訓

練を実施し、それを検証することにより、マニュアルの修正を行っていくことと

している。このような取組みから 

   1)指定避難所 193ヶ所のうち、160ヶ所で「地域版」避難所運営マニュアルを

作成 

（Ｈ27．6月現在） 

   2)マニュアル作成・避難所運営訓練等を通して、地域のネットワークが構築で



きた。 

   3)幅広い年齢層の住民による連携・協力により、地域活動の担い手発掘や人材

育成に繋がっている。 

 

ⅢⅢⅢⅢ    視察所見視察所見視察所見視察所見 

 『「地域版」避難所運営マニュアル』は、現在も地域団体が主体となって取り組

みを行っているが、民間による地域版避難所運営マニュアル作成等支援アドバイ

ザー派遣制度を創設し、地域毎に異なる課題の解決に向けた支援や働きかけを行

い、マニュアル作成及び地域の防災体制づくりを進めている。 

   今後、「地域版」避難所運営マニュアルに基づき、総合防災・土砂災害・帰宅困

難・津波訓練等、各種防災訓練を計画しているが、訓練を通して自助、共助、公

助の取り組み等により、円滑な避難所運営を期待しているようであった。 

    広域な日光市においても、平成 29 年度に防災行政情報システムが導入になる

ことから、各地域の実情に沿った、「地域版」避難所運営マニュアル作成の検討が

必要ではないかと感じました。 

 

 

 
 
 


